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メキシコが｢トランプ 2.0｣を念頭にした新たな経済計画を公表 

 ～USMCAの維持を念頭に中国輸入の抑制を目指す方針も､米トランプ次期政権の動きに左右される～ 

第一生命経済研究所 経済調査部 

主席エコノミスト 西濵 徹（℡：03-5221-4522/050-5474-7495） 

（要旨） 

• メキシコは､米トランプ次期大統領が同国からのすべての輸入品に 25％の追加関税を課す方針を示した

ことを機に｢トリプル安｣に直面している｡トランプ氏の姿勢は同国が中国製品の対米輸出の｢裏口｣になっ

ているとの認識が影響している｡こうしたなか､メキシコ政府は今月から中国 EC を念頭にした関税措置に

動くとともに､シェインバウム大統領は 13 日に新たな経済計画を公表した｡一連の計画では USMCA の維

持を念頭にした中国からの輸入抑制に加え､経済安全保障の強化のほか､2030 年を念頭に世界トップ 10

入りを目指すとしている｡他方､中銀は先月の定例会合で 4 会合連続の利下げに動き､景気下支えに向け

て一段の利下げを志向する考えをみせる一方､米ドル高圧力がくすぶるなかでペソ安の加速を招く可能性

もくすぶる｡当面のメキシコ経済は米トランプ次期政権の一挙一動に揺さぶられる展開が続くであろう｡ 

 

メキシコを巡っては、今月就任する米国のトランプ次期大統領がメキシコからのすべての輸入品に

25％の追加関税を課す考えを示したことを機に、金融市場では実体経済への悪影響を警戒して通貨、株

式、債券のすべてに売り圧力が掛かる『ト

リプル安』に直面している。その後も、ト

ランプ氏はメキシコに対して様々な要求を

みせることを通じて「ディール（取引）」を

持ち掛ける考えをみせる一方、メキシコの

シェインバウム大統領もトランプ氏の『口

撃』を往なしつつ対抗する動きをみせるな

ど、トランプ氏の就任を前に両国関係の行

方に不透明感が高まる動きがみられる。な

お、トランプ氏がメキシコに対して強硬姿

勢をみせる背景には、ここ数年米中摩擦が

激化する背後で、メキシコが中国製品の米国への流入の『裏口』になっているとの認識を持っているこ

とがある。さらに、世界経済が分断の動きを強めるとともに、米国周辺でのサプライチェーンの再構築

が進むニアショアリングが進む動きを追い風に、メキシコでは対内直接投資の動きが活発化しており、

なかでも中国企業による投資が大きく拡大するなど『中国製品』の供給元となる懸念が強まっているこ

とも影響している（注１）。また、トランプ氏はメキシコからの移民や亡命の制限のほか、強制送還に動

 

注１ 2024年 11月 12日付レポート「｢トランプの時代｣の到来で､メキシコ経済を取り巻く環境はどうなる」 

  （https://www.dlri.co.jp/report/macro/388013.html） 

図 1 ペソ相場(対ドル)と主要株式指数(IPC指数)の推移 

 

（出所）LSEGより第一生命経済研究所作成 
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く方針を示しており、様々な要求を突きつけることにより取引を進めたいとの思惑も透けてみえる。他

方、メキシコ政府は同国が中国製品の対米輸出を巡る裏口となっているとの主張を否定する一方、中国

を念頭にアジアから同国に流入する密輸品に対する取り締まり強化に動くとともに、今月から中国の大

手電子商取引（ＥＣ）企業を対象に一律で 19％の関税を課す動きをみせている。こうしたなか、シェイ

ンバウム大統領は 13 日に新たな経済計画を公表し、来年に再協議を迎えるＵＳＭＣＡ（米国・メキシ

コ・カナダ協定）の維持を前提に、中国からの輸入抑制に取り組む方針を明らかにしている。経済計画

では、幅広い分野での経済成長を促進させることを目的に、投資拡充に動くとともに、繊維や自動車、

航空宇宙、電機、半導体、医薬品、化学関連など中国からの輸入依存が高い分野に対して現地調達比率

の向上に取り組むとともに、中国企業の過剰供給が競争力低下を招いていることを念頭に鉄鋼企業への

支援に動く方針が示されている。また、同計画では公的調達について 2030 年までに半分を同国製品に

引き上げる、いわゆる『バイ・メキシカン』とも呼べる計画を盛り込むとともに、2030年までのワクチ

ン供給の拡充、水供給の安定化、電力供給能力の倍増と 2030 年までに電力供給の 45％を再生可能エネ

ルギー起源とするなど、経済安全保障を意識した動きもみられる。そして、足下ではＧＤＰ比で 15％に

留まる固定資本投資比率を 28％に引き上げるとともに、そうした動きを追い風に現地生産の拡大を図る

ほか、官僚的な手続きの簡素化なども通じて製造業における雇用機会を 150万人創出させるほか、貿易

協定や関税政策、税関の執行能力強化などを通じてメキシコ経済の地位強化を図るとしている。結果、

昨年時点におけるメキシコのＧＤＰは世界 13番目であるものの、一連の計画を通じて 2030年までにト

ップ 10 入りを目指すとしている。中銀は先月の定例会合で４四半期連続の利下げに動くとともに、先

行きも景気下支えに向けて一段の金融緩

和に動く方針を示したほか（注２）、足下

のインフレは依然として中銀目標を上回

る推移が続くも頭打ちの動きが確認され

ており、大幅利下げに動く可能性も考え

られる。他方、上述のようにペソ安の動

きが続いている上、足下では米トランプ

次期政権による政策運営が米国のインフ

レを招くとともに、米ＦＲＢ（連邦準備

制度理事会）による利下げを困難にする

との見方を反映して米ドル高圧力が強ま

るなか、中銀による一段の利下げはペソ安の動きを加速させるリスクもくすぶる。近年のメキシコ経済

は米国経済との連動性を強めてきたことに鑑みれば、当面のメキシコ経済は米トランプ次期政権の一挙

一動に揺さぶられる展開が続くことは避けられないであろう。 

以 上 

 

注２ 2024年 12月 20日付レポート「メキシコ中銀､さらなる利下げを示唆も物価を巡るリスクは山積」 

  （https://www.dlri.co.jp/report/macro/400153.html） 

図 2 インフレ率の推移 

 
（出所）CEIC より第一生命経済研究所作成 
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